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基本的な目標と役割（今の推本Webサイトより）

❖（基本的な目標）

❖地震防災対策の強化、特に地震による被害の軽減に資す
る地震調査研究の推進

❖（役割）

❖１．総合的かつ基本的な施策の立案

❖２．関係行政機関の予算等の事務の調整

❖３．総合的な調査観測計画の策定

❖４．関係行政機関、大学等の調査結果等の収集、整理、
分析及び総合的な評価

❖５．上記の評価に基づく広報 →クリックすると



❖ 地震調査研究推進本部では、地震調査
研究の成果が国民一般にとって分かり易
く、防災意識の高揚や具体的な防災行動
に結びつくものとするとともに、国や地
方公共団体等の防災関係機関の具体的な
防災対策に結びつくようにするため、そ
の方策を検討しています。

→「上記の評価に基づく広報」

初期の成果はめざましかったが、現状は推本の「狭い」
枠組みだけを広報対象と考えているのではないか？

推本の計画だけ
に基づく？



推本における広報の在り方（H9年6月、政策委）

❖２地震調査研究についての広報の基本目標

❖（中略）

❖ すなわち、「被害をともなう地震は避けられない
が、その被害を最小限にすることをめざす」との視
点に立ち、地震に対応していくという意識が、広く
国民に定着することが必要である。

❖ 地震調査研究の広報の推進にあたっては、このよ
うな「地震との共存」ともよびうる考え方を社会の
共通の認識としていくことを、当面の基本目標とす
る。

この「当面の基本目標」は実現されたのか？

このフレーズの格調高さに、感動！



いまの「広報」の課題（ほかにもたくさん）
❖分かっていないことを、十分伝えてきたか？ 宮城県名
取市の古い防災副読本にあった貞観地震の記載が、新し
い副読本からはなくなっていたのはなぜか。

❖臨時会（２０１１年３月９日定例会含む）は何を伝えて
きたのかの総括はなされたか？ 熊本地震ではどうか？

❖「詐欺まがい」の地震予知商法がいつまでも横行するの
はなぜか。内閣府の南トラでのWGが出来なければ、詰
めた議論がなされなかったのはなぜか？

❖そもそも「広報」という一方的な伝達に感じられる言葉
が、「『地震との共存』ともよびうる考え方を社会の共
通の認識」とするには適切か？

誰に、何を？



いまの「広報」の課題（ほかにもたくさん）
❖分かっていないことを、十分伝えてきたか？ 宮城県名
取市の古い防災副読本にあった貞観地震の記載が、新し
い副読本からはなくなっていたのはなぜか。

❖臨時会（２０１１年３月９日定例会含む）は何を伝えて
きたのかの総括はなされたか？ 熊本地震ではどうか？

❖「詐欺まがい」の地震予知商法がいつまでも横行するの
はなぜか。内閣府の南トラでのWGが出来なければ、詰
めた議論がなされなかったのはなぜか？

❖そもそも「広報」という一方的な伝達に感じられる言葉
が、「『地震との共存』ともよびうる考え方を社会の共
通の認識」とするには適切か？

まだ分かっていないこと、どうして分からないかも、分かりやすく社会
に伝えることを政策課題とするべき。そして、すぐ分からないことも継
続的な研究が必要であることも忘れない（推本予算と限らないが）

地震発生後の情報発信は、誰の何の行動のために行うのかを改めて見直
す。発生後も「被害を最小限にすることをめざす」のは不変。

MOWLAS、ＧＥＯＮＥＴなど、政府の基盤的地震データの（現状での）
適切な利用法の広報に加え、間違った解釈、利用法についての統一見解
の作成を調査委員会の業務に加える。

１９９７年、気象庁には「防災上の留意事項」というコメントはなかっ
た。企業がダイレクトに確率予測の結果を利用する社会はなかった。内
閣府（防災）もなかった。大地と人との関係を楽しむジオパークもな
かった。増えてきた「地震との共存」の理解者・利用者とともに考えて
いく

誰に、何を？



推本における広報の在り方（H9年6月、政策委）

❖重要な情報として、以下の事項を広報していく

❖（１）地震についての基礎知識の普及

❖（２）長期的な地震発生の可能性の評価について
の広報

❖（３）発生した地震についての情報の迅速な広報

この３点セットで、「『地震との共存』ともよび
うる考え方を社会の共通の認識」にどこまででき
たのか。地震動予測図の色や確率の広報に拘泥し
ていたのでは？



いくつかの「地震との共存」の事例
糸魚川ユネスコ世界ジオパーク
糸静線の露頭で今の地震を可視化





室戸ユネスコ世界ジオパーク
「海と陸が出会い大地が産まれる最前線」

１９４６年生まれの
「大地の赤ちゃん」

ＤＯＮＥＴは「いつ産まれてくるかを
見守る聴診器！」ｂｙジオガイド



「『地震との共存』ともよびうる考え方」を共通認識
に定着させることに成功しつつあるのではないか

ジオパーク関係
者のFacebook



熊本地震では活断層調査の成果が

❖ 先生は、「教え子や親たちから次々に『あの地震が本当に来た
ね!』と言われ、その言葉には「『布田川断層地震はこれだった
のか』とまともに受け止め、受けて立つエネルギーのようなも
のを感じました。訳が分からずおろおろする姿は全くありませ
んでした。この現実から立ち上がろうとするスタートが、震災
直後から感じることができました」

❖ 布田川断層の真上にある益城町の小学
校では、断層と地震を理科で教えてい
た先生がいた。あの麦畑で営農してい
る家族も教え子一家。貴重さ分かり、
直後からのトレンチ調査にも協力的。

❖ 地震後、教え子たちは（教わっていた
ことを思いだし）「気持ちを落ち着け
ることができた」、「すっきりした、
何かひもとけた感じがあった」

普段からのベストプラクティスの情報収集が必要



「地震との共存」を目指す「広報」を
具体的に考える場が必要

❖ 政府として、地震の調査研究成果の、何を、どのように、誰に、ど
うやって伝え、共有していけば、誰の、どのような「具体的な行
動」につながるのか。

❖ どうしていけば、「地震との共存」ともよびうる考え方が社会の共
通認識にすることができるのか。

❖ それにはどういう調査研究が求められるのか。調査研究の「社会実
装」とは何を指すのか。

❖ （前回に指摘もあったが）広く産官学民で、これまでの２０年の蓄
積や今後の調査研究がどう社会に生かされてきたのかのベストプラ
クティスの共有や、社会の変化、住民・行政・企業意識の変化を踏
まえた「推本としての広報の目的＝『地震との共存』ともよびうる
考え方を社会の共通認識にする」ために、継続的に双方向的に検討
していく場が次期には必要。それは、より切迫してくるなかでのリ
スクコミュニケーションを考える場にもなる。


